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l.  序 

ⅠⅡ甘土 

工業化社会から 情報化社会へのパラダイムシフトの 中 

で、 市場における 最適資源配分を 実現するためには、 市場 

の 供給サイド ( 売手 ) の構造のみならず 需要サイド ( 買手 ) の 

構造を含めた 市場構造の分析が 不可欠であ る。 

1980 年代に圧倒的優位を 持った日本全要素生産・ 性 

(TFP) 上昇率は、 1990 年代に激減した。 技術の限界生産 

  性は 1980 年代のトップから 1990 年代には最低レベルに 

なった。 それは工業化社会と 情報化社会の 市場構造の相違 

にあ り、 工業化社会では 売手主導の市場構造で、 日本の製 

造業はこれにマッチした。 これに対して 情報化社会の 中核 

的 mT は発展過程において 売手と買手の 相互作用を通じて 

新たな市場構造が 付与され、 それが更に技術を 革新・競争 

力 を高度化させるという 自己増殖的な   性格を内包してい 

るが、 日本の製造業はこれにマッチしないことが 起因の一 

つであ る。 

].2 目 的 

以上の仮定を 検証する上で 売手、 買手の「市場情報のし 

のぎ合い」を 示す、 拮抗力の分析の 重要性を強調する。 し 

かし、 売手と買手の 間の拮抗力については 学問的にも研究 

途上の段階であ るので、 本研究では 1990 年代の日本製造 

業を対象に、 売手集中、 買手集中と売手利潤率の 関係に注 

目して、 拮抗力の存在を 実証分析する。 その上、 IT 、 拮 

抗力および自己増殖などの 関係について 検討する。 

2. 拮抗力に関する 9% 毛 
2 Ⅱ拮抗力の舞 釈 

売手と買手の 拮抗力について Galbraith [W] は「売手が 

あ る程度の独占的な 力を手中に収め、 その結果かなりの 独 

占利潤の収穫を 得ているという 事実は、 その取引相手の 企 

業の側に、 独占体による 搾取から自分を 守ることができる 

ような力を出そうとする 誘因が存在することを 意味する。 

それはまた、 これらの企業がそ う することに成功すれば、 

相手市場支配力 め 収益の分け双にあ ずかるという 形で報 

酬を入手できるという 意味している。 このようにして、 市 

場 支配力 め 存在はそれを 相殺する別の 立場の力を組織化 

しようとする 誘因を生み出すのであ る」などを説明した。 

2.2 頁 手 と市甘竹 報 

買手が寡占的売手と 成功的に交渉できる 能力は現在の 

市場条件に関する 情報に依存する。 もし買手が少数の 産業 

に限られているとすれば、 買手は売手が 直面する重要条件 

の情報を容易に 入手でき、 いつ価格に関する 要求をすれば 

よい分かる可能性があ る。 そして同じあ るいは関連する 買 

手の間で情報が 交換されるなら、 売手から最も 低価格で購 

入できるかが 分かる。 買手はその情報を 参考にして有利な 

価格交渉 力 を強化しやすい。 例えば、 売手の在庫が 非常に 

大きい時、 大量な注文が 入ると、 寡占売手は価格を ヵット 

する傾向があ る。 大きい買手はこの 弱点を利用して 市場の 

情報、 特に売手に関する 情報を得れば、 集中的に注文でき 

る。 情報化社会でインターネットの 登場は産業における 旧 

来の生産・販売方式に 基本的な変化をもたらしつつであ る。 

Johne [3] はインターネッとについて 以下のことを 指摘し 

た。 ①インターネ、 ット の登場は自動車産業における 旧来の 

生産・販売方式に 基本的な変化をもたらしつつあ る。 ②企 

業間取引 (BusinesstoBusiness) の分野では自動車産業に 
おける コビ シントに体表されるオンライン 資材調達シス 

テムが一般化しっ っ であ る。 ③買手は市場情報をまとめる 

ことにより、 買手独占 力 が生まれる。 そして市場の 情報は 

市場の拮抗力に 重要な働きをする。 

2.3 先行研究 

今まで「拮抗力」に 関する様様な 理論分析と実証分析を 

行った。 実証分析の中で 拮抗力の仮説の 妥当性を確認する 

ための統計的事実が 2 つあ る : 事実①は売手集中度と 買手 

集中度とは正の 相関があ る。 事実②は産業の 利潤率 ( 売手 

の利潤率 ) と売手集中度とは 正の相関、 買手集中度とは 負 

の 相関があ る。 本研究では先行研究の 問題点・疑問点を 整 

理・分析しながら、 拮抗力の妥当性に 関する「統計的事実 

②」を軸に産業レベルのデータに 立脚して実証分析するこ 

とは合理的なアプローチと 考えられ、 注目する。 

2.4 分析モデル 

産業組織論により、 市場の売手集中、 買手集中、 資本生 
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産 、 国際貿易 ( 輸出、 輸入 ) 、 販売活動 ( 広告、 交際費 ) など 

は製造業の利潤率に 影響を与える、 そしてこれらの 要因を 

回帰分析によって 確認するモデルは 以下 (1) 式のように 

3.l GDP 成長年、 TFP 成長年、 技桁の眼界生産 桂と 拮抗力 

0% 係 

3 ⅠⅠ TFP 成長年の文正三日 
なる。 (2) 式は GDP 成長率貢献要因を 示す。 V は GDP 、 X 
PC, け沢ロ 0+ 列 SCR+ ば 2BCR+ ば 3C ア P+04E Ⅹ P+ (1) は 労働と資本、 T は技術ストック 、 R は研究開発費   

伎 5A Ⅴ P+ は 6%D Ⅱ + ば 7 ぶ P Ⅱ +8 TFP は全要素生産性であ る。 

記号の定義は 以下のとおりであ る   

PCM: 価格   費用マージン ( 千 l@ 潤率 );SCR 売手集中度 正 CR 買手集中 叉   
ズ Ⅰ l,K 

凰 CAP 資本生産比率 出 XP: 輸出集約 度 ;IMP: 輸入集約 度 ;ADV: 広告 
(2) 

  集約 度     SPV     交際費集約 度               定数項                                             
X=L ， K 

帰 係数           誤差   TFP 成長率 

このモデルで 日本の製造業を 対象に 5 年間各時点の デ 労働の高齢化、 低成長下での 資本のもとで、 日本の産 

一夕を集めてパネル 分析を行 う 。 結果は表 1 にまとめる。 業の競争力は 全要素生産性 (TFP) 上昇率に依存する。 そ 
パネル分析では 個別効果を確率変数として 扱 う かどうか れは技術の限界生産性 (8V/aT) と研究開発強度 (RW) 
が 問題になる。 個別効果を確率として 扱 う モデルは「 ラ の 積で示される。 

ンダムモデル」、 非確率変数 ( 定数 ) として扱 う モデルは「 固 
3 Ⅱ． 2 技 街の眼界生産 桂 の文仁要因 

定 効果モデル」であ る。 いずれのモデルを 用いるかに っ 
技術ストックが 時間 t に応じて増大し、 また、 中 ・ 長 

いてはランダム 効果モデルを 帰 燕 仮説とした特定化の 誤 
期 的に成長がなだらかに 変化することを 前提とすると、 

りに関する Hausman 検定の結果に 依存する。 まず モデ 
GDP 成長は (3) 式のように、 ロジステイック 成長モデ 

ル (1) 、 (2) を見ると Hausman 検定の結果から、 帰燕 仮 
かは 表わされる [6L 。 ここに、 ロは 普及係数を 、 Ⅱ は 

説 であ るランダム効果モデルを 棄却することが 誤りであ 

る 確率が 64.4% となり、 本研究ではランダム 効果モデル 
GDP の天井を示す。 (3) 式は技術の限界生産性を 示す 

(2) により分析が 選択される。 結果により、 売手集中度の 
が 、 価格が競争条件下で 決定され、 企業が利潤最大化を 

係数推定値は 正で有意となった。 買手集中度の 推定値 は 
追及することを 前提とすると、 技術の限界生産性は 実質 

負 で有意な推定値が 得られた。 理論によって 資本生産 地 
技術価格 (P) に一致するので、 (3 ソ 式が得られる。 

率は価格 - 費用マージンの 相関があ る、 また資本生産地       (3) 
率 と集中度が相関しているため、 説明変数の中で 資本生 

産 比率を除いた 推定も実施した ，結果はモデル (3) 、 (4)   
に 示した。 Hausman 検定の結果ここでもランダム 効果 そ の V い 一三 ) Ⅰ P 

  
(3)' 

デル (4) が選択される。 モデル (2) と (4) の推定結果を 比 
校 すると、 売手集中度、 買手集中度の 係数符号は同じと 3.1.3 新機能創出の 計測 

なり、 係数の値はほとんど 変わらない。 これらの結果は (3) , 式の両辺を時間Ⅰで 微分することにより (4) 
「統計的事実②」により、 日本の製造業の 売手と買手は   

産業発展とともに、 お互いに相手に 対して抵抗したこと 

がわかった。 そして情報化社会に 入った日本の 製造業は 
式 が得られる。 ここに FD 二 二で、 これは新機能創出 度 

国際競争力を 発揮するために、 市場の拮抗力を 十分認識 を 示す [6] 。 

ながら、 自己増殖機能の 発現を図ることが 重要であ る。 

3. 冊 拾の拮抗力、 廿報 技術の 昔及迂 程における 援 
能 自己増殖メカニズム 

表 1 1991 一 97 年の日本の製造 乗の パネルチータによる 分析Ⅱ 

ばり a, ぱ ? cr, ぽ 4 ぱ， ぼ丘 07 a4     ． R2 
(lm 固定 モ 一 0.056   0.0944* 0.003   0.119 0.063 々 *   0.958   0.435 0.876 

テ   ル (1.60)     2.10) (1.31)     1.16) (2.48)     0.84)     0.44) 
(2) ランダ                 0.058 々   0.084* 0.013   0.112                 0.766   0 ． 4f68 0.87 。 j 「                   5.132 
ム モデル (6.33) ( Ⅰ． 72)     1.95) (0.57) (.1.17) (2.41)     0.78)     0.50) V@ 直     0.644 
(3) 固定 モ 一 0.057   0.095 々 *     0.119 0.063**   0.94 、 FS   0.455 0.876 

デル (1.61)     2.14)     1.16) (2.54)     0.83)     0.47) 
(4) ランダ 22.662 0.059 ／   0.088**     0.113 0.058 々 *   0.752   0.541 0.873 x@@e)     3.259 
ム モデル (6.63 Ⅰ (1.75)     2.06)     1.19) (2.53)     0.7f Ⅰ     0.59) pi 直     0.771 

        1)1993 2) サンプルは 、 96 年の統計が存在しないため 140 、 括弧内はで値、 蘇 、   " はそれぞれ 両年のデータは 5% 含まない。 及び 10% 有意を示す   
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(4) 式から新機能創出産 FD が次のように 求められる。 

    (5)   

  

ム r   

@@@,  --"" メ一 。 一万 Ⅰ ( 技 街の価格弾性 使 )  (6)   
  

3 Ⅱ． 4 市廿の拮抗力 状 接の新機能 ぬ 出の支 田 要因 へ 

の 形 Ⅰ 

(5) 式により、 新機能創出 (FD) は①技術の普及速度 

(a) 、 ②価格弾性 値 ( 几 ) 及び③技術ストック (T) に支配 

され、 これらの増加に 応じて増加する。 これらは いず 

れも市場の拮抗力に 影響される。 

Ⅱ ) 市 廿の拮抗力と 技術の甘皮速度 ( め 

技術の普及速度と 市場構造の変化との 間には有意 

な 関係が見られる。 Harald  Gruber [2] は市場構造 

の 独占から寡占への 変化が普及速度を 加速されると 

い う 結論を導いている。 理論的に、 市場構造は独占の 

場合、 市場の参入障壁が 高くて新入企業は 簡単に市場 

進入できない、 それはイノベーションの 普及を阻止す 

る 。 しかし、 市場の拮抗力の 強化は製造業に 独占の市 

場 支配 力 を低下させ、 競争レベル ヘ 変化 t せる。 その 

過程で、 市場の拮抗力の 増大とともに、 売手の独占 カ 

の 減少、 市場の新入者の 増大、 普及速度の堤 高 という 

変化があ って新機能創出も 増加している。 

(2) 市 廿の拮抗力と 技 桁の価格 弗硅伍 (A) 

需給の拮抗力の 強化は市場の 支配 力 を低下するに 

つ れて需要サイドの 要求が高まり、 供給サイドもこれ 

に 応えざるを得なくなってくる。 すな む ち、 市場の価 

格は独占の高いレベルから、 競争レベルの 低い価格 へ 

変化する。 同時に、 魅力あ る高機能の製品に 対する 要 

求も高まり、 これに応えるために 技術ストックの 増大 

が 不可欠となる。 従って技術価格の 弾力性は大きくな 

る 。 式 (6) に照らせば、 技術の価格弾性 値 几は拮抗力 

の 強化を通じて 最終的に増加すべきであ る。 

(3) 市 廿の拮抗力と 技伍 ストッ 列 T) 

需給の拮抗力があ って、 市場の需要は 多様化になる。 

そして、 供給者は市場の 需要者のニーズに 対応により   

利潤を守るために、 製造業は技術多様化の 努力が必要 

であ る。 その上、 抵抗した供給者は 独占 力 を回復する 

ため、 現在の投資分野で、 技術を強化し、 新しい分野 

でさらに、 技術の開発に 力をいれる。 また市場の拮抗 

力は 技術の陳腐化を 快速した。 それに対極するために 

は 、 研究開発のスピードアップが 不可欠であ る。 でも   
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技術の激しい 変化の現で、 ただ自分の 力 で技術革新を 

して成功できるという 認識する企業はすくなくなる。 

したがって、 現在企業の水平統合、 垂直統合は増えて 

いる。 企業の統合により、 同じ分野の技術を 強化し、 

技術者を集めて 研究開発を加速できる。 企業の技術ス 

トックは増えている。 

以上の分析により、 市場の拮抗力は 市場構造を大き 

く変化する。 その変化にっれて 技術の普及速度、 価格 

弾性値及び技術ストックは 増大している。 (2) 、 (3) 

式に照らせば、 FD は拮抗力の増大に 応じて上昇する 

により、 技術の限界生産性と GDP 成長率は増加して 

いることを示す。 口 Ⅰは市場の拮抗力の 強化に誘発さ 

れた好循環を 提示する。 

㎏ 回   
市場構造の変化 

独占力 め 減少 競争レベル ヘ 増大 

普及速度 技術の価格 技術ストツ ク 
口 増大 弾性 値 % 増大 T 増大 

 
   

図 1. 市 廿の拮抗力の 強化に誘発された 丹祈 俺   

3 Ⅰ． 5 億拾の拮抗力、 冊報 抜荷の 甘 友造程における 自 

己拓殖 

情報技術の普及プロセスは 市場の拮抗力との 相互 

作用により触発され、 または拮抗力も 情報技術との 相 

互作用により 触発され変化する。 このプロセスを 通じ 

て、 売手は市場の 買手のニーズに 対応するより、 技術 

価値も向上し、 イノベーションを 誘発する中心的役割 

を演じる。 また潜在的買手数は 増加し、 買手技術を促 

進し、 形成された市場売手の 支配 力 を破壊し、 市場の 

価格を低下させ、 売手からの利潤を 分 草 する。 売手と 

買手はもっと 高いレベルで 対抗するとともにお 互い 

に自分の利潤を 守るため、 自己増殖するという「 好 循 

環サイクル」を 形成する。 
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IT 強度 (IT 関連枝 文 ・支出 lGDP) 

(1) 需要創出 (Fd) との相関   (2) 技術の価格弾性 値 ( 几 ) との相関   

図 2, 日本の製造 案 のけ強度と 億要 圧出、 技術の 伍格 弾性 使 との 相曲 % 弱， 5-J 卯緩   

3.2 lT 強度と拮抗力の 貢献 能 と新機能創出の 方面で絶えず 累積努力、 累積学習は製造業 

YV の投資の増加による TFP および新機能への 影響は の高い競争力を 身につけるための 方向であ る。 

深刻かつ複雑であ る。 図 2 の左側は需要の 創出 (zF") 
と IT 強度との相関の 分析の結果であ る。 そのうち、 z 

二 ( エー 利益率 -1 ネコストの生産弾性 値 ) であ る、 Fd は 
最終需要の変化率であ る [8L 。 結果により、 IT 関連投 

資 ・支出の増加とともに、 最終の需要は 同し方向へ変化 

する。 つまり、 IT の関連投資の 増大づ需要創出の 上昇 

づ TFP 増加 づ GDP 増加 づ IT 強度はさらに 増大、 という 

連続的な良い 影響があ る。 そして情報化社会へのシフト 

に 対する需要創出のため、 IT の投資などへの 努力を無 

視 できないだろう。 同時に母 2 の右側での分析の 結果 

により、 技術の価格弾性情 ( 几 ), と IT 強度とは正の 相関 

があ り、 そして IT にふさわしい 投資・支出が 技術の価   
格 弾性情を提 高 、 新機能創出なと 良い結果を期待できる。 

里 本子一タ 
情報技術の迅速な 発展は市場構造を 大きく変化させ   

市場の供給と 需要はお互いに 高い レ ヘルで激しく 抵抗 『 T. 業 統計表 Jl( 通産省、 各年 ) 、 『産業連関表』 ( 経済産業省、 各年 )   
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